
JP 5247990 B2 2013.7.24

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
金属構成部品を製造する方法であって、
第１の合金で作られた本体を準備する段階と、
第２の合金で作られた金属粉末を含みかつ前記本体の延長部の形状に形成されたプリフォ
ーム（３６）を準備する段階と、
前記プリフォーム（３６）をマイクロ波エネルギーで加熱して、前記金属粉末を互いに焼
結させかつ該プリフォーム（３６）を前記本体に結合する段階と、
を含み、
前記プリフォーム（３６）を準備する段階は、
第２の合金の金属粉末と結合剤との混合物を準備する段階と、
前記結合剤を溶融しかつ前記混合物を型具内に鋳造して該プリフォーム（３６）を形成す
る段階と、
前記プリフォーム（３６）を洗脱して余分の結合剤を除去する段階と
によってプリフォーム（３６）を製作することを含む、方法。
【請求項２】
前記結合剤の大部分が、該結合剤を溶解するが前記金属粉末は溶解しないように選択され
た溶剤で前記プリフォーム（３６）を洗浄することによって除去される、請求項１記載の
方法。
【請求項３】
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前記プリフォーム（３６）が、
第２の合金の金属粉末を準備する段階と、
前記金属粉末を型具内に圧力下で押し固めて該プリフォーム（３６）を形成する段階と、
によって製作される、請求項１記載の方法。
【請求項４】
前記金属構成部品が、湾曲した正圧側面と負圧側面、前記正圧側面と負圧側面の間でその
半径方向外端部に配置された先端キャップ（２８）、並びに前記先端キャップ（２８）か
ら半径方向外側に延びる部分高さのスキーラ先端（３０）を備え第１の合金から作られた
翼形部（１２）本体であり、
前記第１の合金とは異なる第２の合金の金属粉末を含みかつ前記スキーラ先端（３０）の
延長部の形状に形成されたプリフォーム（３６）を準備する段階と、
前記プリフォーム（３６）を前記スキーラ先端（３０）上に位置決めする段階と、
前記プリフォーム（３６）をマイクロ波エネルギーで加熱して、圧密化させたスキーラ先
端延長部（３４）内で前記金属粉末を互いに焼結しかつ該スキーラ先端延長部（３４）を
前記翼形部本体に結合する段階と、
を含む、請求項１記載の方法。
【請求項５】
前記プリフォーム（３６）が、
第２の合金の金属粉と結合剤との混合物を準備する段階と、
前記結合剤を溶融しかつ前記混合物を型具内に鋳造して該プリフォーム（３６）を形成段
階と、
前記プリフォーム（３６）を洗脱して余分な結合剤を除去する段階と、
によって製作される、請求項４記載の方法。
【請求項６】
前記結合剤の大部分が、該結合剤を溶解するが前記金属粉末は溶解しないように選択され
た溶剤で前記プリフォーム（３６）を洗浄することによって除去される、請求項４又は請
求項５記載の方法。
【請求項７】
前記プリフォーム（３６）が、
第２の合金の金属粉末を準備する段階と、
前記金属粉末を型具内に圧力下で押し固めて該プリフォーム（３６）を形成する段階と、
によって製作される、請求項４記載の方法。
【請求項８】
前記プリフォーム（３６）及び翼形部本体が、前記加熱する段階の間、制御された組成雰
囲気を備えるチャンバ（３８）内に配置される、請求項４乃至請求項７のいずれか１項記
載の方法。
【請求項９】
前記翼形部（１２）が、前記先端キャップ（２８）から半径方向外側に延びるスキーラ先
端（３０）を有していて、当該方法が、
前記スキーラ先端（３０）の一部分をその半径方向高さを減少させるように除去する段階
と、
前記スキーラ先端（３０）の延長部の形状に形成されたプリフォーム（３６）を準備する
段階と、
前記プリフォーム（３６）を前記スキーラ先端（３０）の残りの部分に配置する段階と、
前記プリフォーム（３６）をマイクロ波エネルギーで加熱して、圧密化させたスキーラ先
端延長部（３４）内で前記金属粉末を互いに焼結しかつ該スキーラ先端延長部（３４）を
前記翼形部本体に結合する段階と、
を含む、請求項４記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、総括的にはガスタービンエンジン用の耐熱構成部品に関し、より具体的には
、タービン翼形部に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ガスタービンエンジン翼形部の前縁及び後縁並びに先端に加わる熱的及び機械的負荷は
、翼形部の有効寿命に悪影響を及ぼす可能性がある。ガスタービンエンジンの翼形部は、
その先端において、熱誘発応力による割れ並びに酸化及び摩擦による材料喪失の形態での
耐久性の問題を受ける。この問題は、環境酸化及び腐食に対して高い耐性をもつ合金を使
用することによって解決することができる。しかしながら、翼形部全体をより高い耐熱性
及び耐酸化性の合金に改善することは、構成部品の費用及びおそらく重量を増加させるの
で、望ましくない。
【０００３】
　従来型の超合金よりも優れた耐熱性能を有する材料は、入手可能である。しかしながら
、従来型の超合金に比べてその密度及び費用が高いことが、完全なガスタービン構成部品
を製造するのにこれらの材料を使用することを躊躇させ、従ってこれらの材料は通常、構
成部品の皮膜又はごく一部分として使用される。これらの高い耐環境性の材料は、この耐
環境性合金（より高い液相線及び固相線）と構成部品の合金（より低い液相線及び固相線
）との間の液相線及び固相線温度における不一致により、基体の翼形部合金に付着させる
ことが困難であることが判っている。この不一致は、耐環境性合金の固相線に達するまで
に構成部品合金の液相線温度をはるかに越え、その結果構成部品の融解を生じるのに十分
なほど大きい。ブレード合金を先端合金に接合するこれまでの処理法では、接合部に明確
な中心線が形成される。このタイプの接合部は疲労又は破断のいずれかで破損し易いこと
が経験から予測される。
【特許文献１】米国特許公開第２００３００１２６７７号公報
【特許文献２】米国特許公開第２００３００６２６６０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従って、耐環境性合金を従来型の超合金に付着させる方法に対する要求がある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上述の要求は本発明によって満たされ、本発明は、１つの態様によると金属構成部品を
製造する方法を提供し、本方法は、第１の合金で作られた本体を準備する段階と、第２の
合金で作られた金属粉末を含みかつ本体の延長部の形状に形成されたプリフォームを準備
する段階と、プリフォームをマイクロ波エネルギーで加熱して金属粉末を互いに焼結しか
つ該プリフォームを本体に結合する段階とを含む。
【０００６】
　本発明の別の態様によると、翼形部を製造する方法は、第１の合金で作られかつ湾曲し
た正圧及び負圧側面、正圧及び負圧側面間でその半径方向外端部に配置された先端キャッ
プ、並びに先端キャップから半径方向外側に延びる部分高さのスキーラ先端を有する翼形
部本体を準備する段階と、第１の合金とは異なる第２の合金の金属粉末を含みかつスキー
ラ先端の延長部の形状に形成されたプリフォームを準備する段階と、プリフォームをスキ
ーラ先端上に位置決めする段階と、プリフォームをマイクロ波エネルギーで加熱して、圧
密化させたスキーラ先端延長部内で金属粉末を互いに焼結しかつ該スキーラ先端延長部を
本体に結合する段階とを含む。
【０００７】
　本発明の別の態様によると、翼形部を改造する方法は、第１の合金で作られかつ湾曲し
た正圧及び負圧側面、正圧及び負圧側面間でその半径方向外端部に配置された先端キャッ
プ、並びに先端キャップから半径方向外側で延びているスキーラ先端を有する翼形部本体
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を準備する段階と、スキーラ先端の一部分をその半径方向高さを減少させるように除去す
る段階と、第１の合金とは異なる第２の合金の金属粉末を含みかつスキーラ先端の延長部
の形状に形成されたプリフォームを準備する段階と、プリフォームをスキーラ先端上に配
置する段階と、プリフォームをマイクロ波エネルギーで加熱して、圧密化させたスキーラ
先端延長部内で金属粉末を互いに焼結しかつ該スキーラ先端延長部を本体に結合する段階
とを含む。
【０００８】
　本発明は、添付図面の図に基づいて行った以下の説明を参照することによってよく理解
することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　複数の図につき同一の参照符号で同様の要素を表している図面を参照すると、図１は、
ガスタービンエンジン用の例示的なタービンブレード１０を示す。本発明は、固定タービ
ンベーン、フレーム、燃焼器などのような他のタイプの金属構成部品の製作にも同様に適
用可能である。タービンブレード１０は、前縁１４、後縁１６、先端１８、プラットホー
ム２０、凸状負圧側壁２２及び凹状正圧側壁２４を有する翼形部１２を含む。弓形内側プ
ラットホーム２６は、翼形部１２のプラットホーム２０に取付けられる。
【００１０】
　翼形部１２の製造において、正圧及び負圧側壁２４及び２２、先端キャップ２８並びに
部分高さのスキーラ先端３０は、単一部品の翼形部本体３２として一体形に鋳造される。
翼形部本体３２は一般的に、対象とする作動条件に適した高温強度特性を有する公知のタ
イプのニッケル基又はコバルト基超合金で鋳造される。翼形部本体３２を製作するための
公知の材料の実施例には、ＲＥＮＥ　７７、ＲＥＮＥ　８０、ＲＥＮＥ　１４２並びにＲ
ＥＮＥ　Ｎ４及びＮ５ニッケル基合金が含まれる。
【００１１】
　スキーラ先端延長部３４は、部分高さのスキーラ先端３０に結合される。スキーラ先端
延長部３４は、翼形部本体３２の基体合金に比べて優れた耐高温酸化性を示す合金を含む
のが好ましい。
【００１２】
　この目的に適した材料の１つの実施例はロジウム基合金であり、このロジウム基合金は
、約３原子百分率（原子％）～約９原子％の、ジルコニウム、ニオビウム、タンタル、チ
タン、ハフニウム及びそれらの混合物からなる群から選択された少なくとも１つの析出強
化金属、最大約４原子％までの、モリブデン、タングステン、レニウム及びそれらの混合
物からなる群から選択された少なくとも１つの溶体強化金属、約１原子％～約５原子％の
ルテニウム、最大約１０原子％までのプラチナ、最大約１０原子％までのパラジウム、並
びに残部のロジウムを含み、この合金はさらに、面心立方相及びＬ１２構造相を含む。
【００１３】
　スキーラ先端延長部３４に適した別の材料は、ロジウム、プラチナ及びパラジウムを含
む第２のロジウム基合金であり、この場合、合金は、約１０００℃よりも高い温度で本質
的にＬ１２構造相がない微細構造を含む。より具体的には、Ｐｄは約１原子％～約４１原
子％の範囲の量で存在し、Ｐｔは、パラジウムの量に応じた量で、例えばａ）パラジウム
の量が約１原子％～約１４原子％の範囲にある場合には、プラチナは式（４０＋Ｘ）原子
％（この式で、Ｘは原子％で表したパラジウムの量である）によって定まるおよその量ま
で、ｂ）パラジウムの量が約１５原子％～約４１原子％の範囲にある場合には、プラチナ
は最大約５４原子％までの量で存在し、また残部はロジウムを含み、この場合、ロジウム
は少なくとも２４原子％の量で存在する。
【００１４】
　不都合なことに、スキーラ先端延長部３４と翼形部本体３２との間の融点の不一致が、
耐環境性合金の固相線に達するまでに翼形部本体合金の液相線温度をはるかに越え、その
結果翼形部本体３２の融解を生じるのに十分なほど大きくなる。
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【００１５】
　図３は、本発明で用いる、スキーラ先端延長部用のプリフォーム３６を示す。プリフォ
ーム３６は実質的に、部分高さのスキーラ先端３０の外周形状に一致し、半径方向高さ「
Ｈ」を有する。半径方向高さＨは、使用する材料の量を最小にしながら、翼形部本体３２
に対して高温酸化からの適切な保護を与えるように選択される。半径方向高さ「Ｈ」は、
約０．１２７ｍｍ（０．００５インチ）の薄くかつフォイル状の寸法とするか、又はさら
に実質的に厚くすることができる。図示した実施例では、半径方向高さ「Ｈ」は、約１．
２７ｍｍ（０．０５０インチ）である。
【００１６】
　プリフォーム３６は、様々な方法で製作することができる。例えば、プリフォーム３６
は、金属粉末を潤滑剤と混合しかつ高圧力下で金型内に圧縮成形する公知の粉末冶金（Ｐ
Ｍ）法によって調製することができる。それに代えて、プリフォーム３６は、微細な金属
粉末をプラスチック結合剤と混合しかつプラスチック成形装置を用いて所望の形状に押出
す金属射出成形（ＭＩＭ）法によって製作することができる。得られたプリフォームは、
次の焼結工程の前に粉末からプラスチックの大部分を除去するように化学的に洗浄される
。プリフォームを製作するに用いる処理法に関係なく、金属粉末の粒径は、以下で説明す
るマイクロ波焼結法との適合性を保証するために、その直径を約１００マイクロメートル
よりも小さくすべきである。
【００１７】
　図４に、プリフォーム３６を翼形部本体３２に付着させる処理法を示す。プリフォーム
３６は、部分高さのスキーラ先端３０上に配置される。必要に応じて、固定具を使用して
プリフォーム３６を所定の位置に一時的に保持することができる。翼形部本体３２は次に
、付着工程の間におけるプリフォーム３６の望ましくない酸化又はその他の反応を防止す
るのに適した雰囲気を形成する手段を含むチャンバ３８内に配置される。図示した実施例
では、アルゴンのような不活性ガスの供給源４０が、チャンバ３８の内部に接続される。
チャンバ３８と伝達可能に、マイクロ波周波数帯域の出力を有する公知のタイプの空洞マ
グネトロンのようなマイクロ波源４２が取付けられる。マイクロ波スペクトルは、約１Ｇ
Ｈｚ～３００ＧＨｚの範囲にわたる。このスペクトルの範囲内で、約２．４ＧＨｚの出力
周波数は、固体金属を貫通せずに金属粒子と結合しかつ該金属粒子を加熱することが知ら
れている。
【００１８】
　マイクロ波源４２は、プリフォーム３６を照射するように作動する。図示した実施例で
は、マイクロ波源４２は、プリフォーム３６全体への直視線を有するものとして示してい
る。しかしながら、プリフォーム３６が直接及び反射マイクロ波の組合せによって加熱さ
れることとなるように、（一般的には金属製である）チャンバ３８を構成することもまた
可能である。プリフォーム３６内の金属粒径が小さいので、マイクロ波は粒子と結合しか
つこれらを加熱する。プリフォーム３６は、金属粉末の液相線温度以下でかつ金属粉末粒
子を互いに融着して圧密化するのに十分なほど高い温度に加熱される。高温はまた、あら
ゆる残留結合剤を融解しかつ駆逐する。マイクロ波エネルギーは、翼形部本体３２のバル
ク材料に結合することはないので、翼形部本体３２の加熱は、プリフォーム３６を通して
の伝導によってのみ発生することになる。このことにより、焼結工程の間に十分な熱が生
成され、翼形部本体３２は毛管作用によってそれ自体がプリフォーム３６にロウ付けされ
ることになる。
【００１９】
　プリフォーム３６は、圧密化されたスキーラ先端延長部３４を形成しかつスキーラ先端
延長部３４を翼形部本体３２にしっかりと結合するのに十分な長さに選択された時間にわ
たって、所望の温度に保持される。加熱速度（すなわち、マイクロ波源の出力ワット数）
は、プリフォーム３６の質量、チャンバ３８の形状及び焼結工程の所望のサイクル時間の
ような変数に応じて選択される。
【００２０】
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　焼結サイクルが完了すると、タービンブレード１０は、チャンバ３８から取出して冷却
することができる。必要であれば、タービンブレード１０は、公知の方法で最終機械加工
、被覆、検査などの追加の処理を施すことができる。
【００２１】
　図５は、プリフォーム３６’を製作する別の方法を示す。型具又はダム４３が、翼形部
本体３２の半径方向外端部の周りに形成される。ダム４３内にコア４４を挿入して、内周
部を定めることができる。プリフォーム３６’は次に、図示した押出装置４６を用いて金
属射出成形（ＭＩＭ）法によって形成される。プリフォーム３６’を所定の位置に製作し
た後に、上述のようにプリフォーム３６’をマイクロ波焼結して、該プリフォーム３６’
を圧密しかつ翼形部本体３２に結合させる。ダム４３をマイクロ波透過材料で製作した場
合には、プリフォーム３６’は、ダム４３を除去せずに焼結することができる。
【００２２】
　プリフォーム３６をどのように製作したかには関係なく、翼形部本体３２及びスキーラ
先端延長部３４は、スキーラ先端延長部が実質的に１００％緻密化されるのを保証するた
めに、公知の高温等方加圧（「ＨＩＰ」）法を用いて更なる圧密化を施すことができる。
【００２３】
　スキーラ先端延長部の上述の付着方法は、新たな製造及び既存の構成部品の修理又は改
造の両方に同様に適用可能である。例えば、従来型のスキーラ先端延長部３４を有するタ
ービンブレードは、スキーラ先端延長部を除去し次に上述のように新たなスキーラ先端延
長部を付着させることによって修理又は改善することができる。
【００２４】
　上記では、翼形部先端の製造又は修理法を説明してきた。本発明の特定の実施形態を説
明したが、本発明の技術思想及び技術的範囲から逸脱することなく、これらの実施形態に
様々な変更を加えることができることは、当業者には明らかであろう。従って、本発明の
好ましい実施形態及び本発明を実施するための最良の形態の前述の説明は、限定の目的で
はなくて例示の目的としてのみ示したものであり、本発明は、特許請求の範囲によって定
まる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】例示的な従来技術のタービンブレードの斜視図。
【図２】そのスキーラ先端を示す、図１のタービンブレードの一部分の断面図。
【図３】スキーラ先端用のプリフォームの斜視図。
【図４】マイクロ波チャンバ内でのプリフォームの概略断面図。
【図５】スキーラ先端プリフォームを翼形部に付着させる別の処理法の概略側面図。
【符号の説明】
【００２６】
　１０　タービンブレード
　１２　翼形部
　１４　前縁
　１６　後縁
　１８　先端
　２０　プラットホーム
　２２　凸状負圧側面
　２４　凹状正圧側面
　２６　弓形内側プラットホーム
　２８　先端キャップ
　３０　スキーラ先端
　３２　翼形部本体
　３４　スキーラ先端延長部
　３６　プリフォーム
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　３８　チャンバ
　４０　供給源
　４２　マイクロ波源
　４３　ダム
　４４　コア

【図１】 【図２】

【図３】
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